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Ⅰ はじめに 

１ 研究の背景 

国際フェリー（RORO）航路は、トラックやトレーラー等の車両を自走で乗下船させるロールオン・ロー

ルオフ（RORO）方式を基盤とする海上輸送であり、港湾荷役を簡素化しつつ、陸上輸送と海上輸送を直接

接続できる点に特徴がある。近距離国際物流においては、輸送時間・運賃・荷役回数などのサービス特性が、

コンテナ輸送や航空輸送と異なる「速度帯」を形成し、一定の需要を獲得し得る輸送モードとして位置づけ

られる。 
とりわけ欧州では、域内の陸上輸送と海上輸送が密接に結びつき、短距離海上輸送（Short Sea Shipping）の

一形態として RORO 輸送が物流ネットワークの中で機能している。英国は島国であるが、欧州大陸に近接し、

海峡横断を含む近距離物流の要衝として、RORO 航路が国際物流の実務に組み込まれてきた。すなわち、英

国における国際フェリー（RORO）航路は、旅客輸送の補完にとどまらず、貨物輸送（トラック・トレーラ

ー）の反復輸送を通じて、国際物流インフラとしての性格を強く有している。 
これに対し、日本においても 1970 年代以降、韓国・中国等との間で国際フェリー（RORO）航路が開設さ

れ、地方港湾を中心に地域経済・人的交流・近距離物流を担ってきた。しかし、東アジアの経済圏拡大や物

 
＊ E-mail: misoda0127@gmail.com 



礒田：国際フェリー（RORO）航路における現状と課題 

 

2 

流需要の増大が進む一方で、日本の国際フェリー航路は必ずしも持続的な拡大を実現しているとは言い難い

（図表１）。近年においても、航路の休止・廃止、寄港地変更等が生じ、ネットワークは安定的成長よりも「維

持・再編」の局面を繰り返している。こうした現象は、需要の一時的変動のみでは説明し切れず、制度・政

策の枠組みとの関係から検討する必要がある。 
 

 

２ 問題の所在 

日本の港湾政策は、国際物流ネットワークにおける競争力確保を主要課題とし、とりわけコンテナ物流を

中心に「選択と集中」、「基幹航路の維持・拡大」、「ターミナル機能の高度化」等を推進してきた。この政策

潮流の延長線上に、港湾の将来像と重点施策を整理した中長期政策として「PORT2030」が位置づけられる。

PORT2030 は、港湾が果たすべき役割として国際物流拠点形成や国際競争力強化を掲げ、多様な輸送サービ

スの重層化にも言及するが、政策全体としてはコンテナ物流中心の成長戦略的発想に強く規定されている。 
ここで問題となるのは、国際フェリー（RORO）航路のサービス特性が、こうした成長戦略型港湾政策の

中心に据えられてきた評価軸（大規模集貨、取扱量の拡大、ハブ機能、基幹航路アクセス等）と必ずしも整

合しない可能性である。RORO 航路は、特定地域間の反復輸送、頻度・定時性、荷役方式の簡素性、陸上輸

送との連結性といった価値を持つ一方で、コンテナ指標（TEU 等）を中心とした港湾競争力評価とは接続し

にくい。したがって、日本の港湾政策が「成長戦略」として組み立てられ、その評価・投資判断・制度運用

がコンテナ中心に設計されるほど、国際フェリー航路は政策上の優先順位が相対的に低下し、結果として航

路の発展が制約される可能性がある。 
この点を検証するためには、単に日本国内の航路動向を整理するだけでは不十分である。類似の地理条件

（島国）を持ちながら、国際フェリー（RORO）航路が物流インフラとして機能している英国と比較するこ

とにより、日本における航路の停滞・不安定化が「需要」だけでなく「政策枠組み」によっても説明され得

図表１ 日本における国際フェリー（RORO）航路（中国・台湾・韓国航路） 

出所：日本港湾協会 HP から執筆者作成。2026 年 2 月現在 
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ることを示す必要がある。 
 

３ 研究の目的 

本稿の目的は、日本と英国の国際フェリー（RORO）航路を比較し、日本において同航路が十分に発展し

ていない要因を、港湾政策の制度的枠組みとの関係から検討することである。具体的には、第一に、英国で

は RORO 輸送が近距離海上輸送として物流ネットワークの中でどのように位置づけられているのかを整理

する。第二に、日本の国際フェリー航路が地域航路として形成・運用されてきた経緯と、近年の停滞・再編

の状況を整理する。第三に、日本の港湾政策がコンテナ物流中心の成長戦略として展開され、その延長線上

に PORT2030 が策定・運用されていることを確認したうえで、国際フェリー航路との親和性（適合度）を検

討する。以上を通じて、国際フェリー航路の課題を、単なる需要不足や事業努力の問題としてではなく、「成

長戦略型港湾政策との不整合」という政策的論点として明らかにするものである。 
 
４ 論文の構成 

本稿の構成は次のとおりである。Ⅱでは、国際フェリー航路研究、港湾政策研究、成長戦略研究の先行研

究を整理し、港湾政策と国際フェリーの関係を正面から扱った研究が限定的である点を示す。Ⅲでは、日英

の国際フェリー（RORO）航路を比較し、英国では物流インフラとして、他方日本では地域航路として位置

づけられやすい差異を整理する。Ⅳでは、日本の港湾政策が成長戦略として展開されてきた経緯と、

PORT2030 における国際フェリー航路の位置づけを分析し、本稿の核心である政策的整合性の問題を検討す

る。Ⅴでは、日英比較を踏まえ、港湾政策との不整合として、「国際フェリー航路の課題」を示す。最後にⅥ

で、結論と今後の研究課題を述べる。 
 

Ⅱ 先行研究 

１ 国際フェリー航路研究 

本章では、①国際フェリー（RORO）航路研究、②港湾政策研究、③成長戦略研究、④本稿の位置づけ、の

順に先行研究を整理する。まず、国際フェリー（RORO）航路をめぐる国内研究は、（a）航路・貨物流動の実

態把握、（b）費用・時間・便数などのサービス特性が経路選択に与える影響のモデル化、の二つの系譜に整

理できる。第一に、航路変動を含む「現状把握」について、佐々木・渡部（2015）は、我が国と韓国・中国

北部地域の間における国際フェリー・RORO 船・コンテナ船の船種別貨物流動を、全国の生活圏（207 区分）

×相手地域港湾という粒度で整理し、国内輸送手段・国内船積/船卸港・船種・直送/トランシップ別に分類し

てモデル構築に用いると述べる 1。この整理は、国際フェリー（RORO）輸送を「港湾単体」ではなく、背後

圏（発着地の広がり）を含む経路選択として捉える点で、後の政策議論（港湾政策の投資評価や集貨設計）

と接続可能な基盤を与える。 
第二に、サービス特性の重要性について、同論文は採用モデルの説明変数として「総時間」「海外費用」「国

内費用」に加え、国際航路の便数（ここでは「寄港航路便数の逆数」）を組み込むモデルを採用したと示す 2。

すなわち国際フェリー（RORO）航路の評価は、単に運賃（費用）や所要時間に還元されず、頻度・待ち時間

を含む運航サービスと一体で評価されるべきであるとされる。 
第三に、国際フェリー（RORO）の貨物シェアや実勢運賃把握の難しさといったデータ制約について、国

土技術政策総合研究所（2017）では、国際フェリー（RORO）の背後圏が広範で、大口荷主も存在し、実勢運

賃把握が難しいこと等により「精度がよいモデルが構築できたとは言えない」ものの、施策による貨物流動

の変化を捉えるには活用できるモデルを構築した、と整理している 3。この指摘は、国際フェリー（RORO）
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航路の評価が「モデル化・可視化」自体に困難を伴うことを示しており、政策側がコンテナ指標中心（TEU
等）の評価枠組みに依存するほど、RORO が周縁化されやすい可能性を示唆する。 
加えて、地域連携と国際物流の観点からは、男澤（2010）が九州と韓国の地域連携を国際物流の視点から

論じるなど、港湾背後圏の産業・貿易構造を含めた検討が存在する 4。ただし、この系譜は、地域経済・交流

側からの整理が中心であり、港湾政策（国の成長戦略）との制度的接合を主題化した研究は管見の限りあま

り見受けられない。 
 
２ 港湾政策研究 

次に、港湾政策研究では、国際海上輸送の競争環境を前提に、国際競争力の回復・基幹航路の維持・港湾

機能の高度化を中心課題として発展してきた。その際、実証・評価の中心に置かれてきたのはコンテナ物流

である。小野（2006）は、我が国のコンテナ港湾の国際競争力低下を背景に、国・港湾管理者が実施する特

定国際コンテナ埠頭支援政策について、「国民経済上の費用対効果」、「ターミナルオペレーターの収益性」、

「公的支援策としての財政効率性」から評価を試みると述べる 5。ここで示される政策評価の枠組みは、貨物

取扱量・ターミナル効率・投資回収といった指標と親和的であり、RORO のように頻度・シームレス性に価

値が出るモードは、同一指標で相対評価されにくい可能性がある。さらに、港湾政策の方針転換（分散→集

約）を整理する研究として、堂前・松本（2016）は、地方港湾のコンテナ化と国際航路開設が進んだ結果、

60 港を超える国際コンテナ港湾が存在する一方で、アジア主要港湾の台頭と海外フィーダー化により我が国

主要港湾への基幹航路寄港回数が減少してきた、と述べる 6。その上で、2010 年の国際コンテナ戦略港湾政

策により京浜・阪神が選定され、「港湾選択は『選択』と『集中』へと大きく方針を転換した」と明示する 7。

この指摘は、港湾政策が国際コンテナ物流の競争力を軸に制度設計されやすいことを示しており、国際フェ

リー（RORO）航路を成長戦略の中核に置きにくい構造条件を示す。 
この成長戦略としての港湾政策を考えるうえで、本稿では、PORT2030 を一次資料として扱う。PORT2030

とは、国土交通省港湾局が 2018 年に定めた港湾の中長期政策の方向性を定めたものである。 
港湾政策の基本的方向性の中で、国際競争力強化（長距離基幹航路・集貨）と、国内物流体系の再構築（モ

ーダルシフト等）を並置するが、国際物流の中心的記述は国際コンテナ戦略港湾と基幹航路に強く結びつい

ている。具体的に PORT2030 は、「国際コンテナ戦略港湾のさらなる機能強化と国内外からの集貨」等を通じ

て長距離基幹航路の寄港を維持・拡大し、効率的で安定した貿易・物流サービスを提供することを掲げる 8。

一方で、東アジア向けの小ロット貨物（農林水産物等）の輸出強化に関連して、「国際フェリー・RORO 航路

やコンテナシャトル航路を強化し、多様な速度帯からなる重層的な航路網を形成する」と明記している 9。 
このことは、PORT2030 が国際フェリー（RORO）を否定してはいないものの、それを「コンテナ中心の国

際物流政策」に対する補完（速度帯の一層）として組み込む形で位置づけていることを意味している。ここ

に、国際フェリー（RORO）が政策上「周辺化されやすい」構造（中心＝基幹航路・集貨、補完＝速度帯の一

層）にあることが読み取れる。 
 
３ 成長戦略研究（港湾政策＝成長戦略としての制度運用） 

また、地域成長戦略と国際フェリー（RORO）との関係性を論じる研究として、藤原（2011）は北部九州・

山口の地理的優位性を背景に、東アジア向けコンテナ貨物の一部を RORO 船やフェリーのシャトル便（高速

船）で担っていることを示し 10、既存の国際物流の評価軸（港湾・航路・サービス）を再考する材料を提示

している。さらに藤原（2015）は、国際フェリー（RORO）による日中韓シームレス物流を、SCM とトータ

ル・ロジスティクス・コストの観点から「見える化」し、制度・運用のバリアが物流成果を左右する点を論

じている 11。 



日本貿易学会研究論文 第 16 号, 2027(ISSN 2186-7577) 

Research Paper of JAFTB, No.16.,2027. 

 

 5 

 
４ 本稿の位置づけ 

以上を総括すると、国際フェリー（RORO）航路研究は、費用・時間・便数等のサービス特性が経路選択

に影響すること、また背後圏の広さや実勢運賃把握の難しさ等から評価・可視化が容易でないことを示して

きた（佐々木・渡部 2015）。港湾政策研究は、国際競争力回復の文脈でコンテナ中心の政策評価・制度運用

（選択と集中、基幹航路、集貨）を精緻化してきた（小野 2006；堂前・松本 2016）。 
そして PORT2030 は、国際フェリー（RORO）を「速度帯の一層」として位置づけつつも、政策中核を基

幹航路・国際コンテナ戦略港湾の機能強化に置く成長戦略的枠組みを示している。 
しかし、これらの知見を「日英比較」を起点に統合し、「成長戦略型港湾政策（コンテナ中心）と国際フェ

リー（RORO）の親和性の低さ」を、航路発展の制約要因＝政策課題として定式化した研究は管見の限り見

受けられない。そこで本稿は、日英の位置づけの差異（英国：物流インフラ／日本：地域航路）を整理した

上で、PORT2030 を軸に政策枠組みを検証し、国際フェリー（RORO）航路の課題を明らかにする。 
 

Ⅲ 日英の国際フェリー航路 

１ 英国の RORO物流 

英国におけるフェリー輸送の起源は、鉄道産業と密接に結びついていた。1850 年にスコットランド・フォ

ース湾を横断する列車の輸送が船舶で行われた（Knowles（2025））。その後、1930 年に国際フェリーとして、

ドーバー海峡を横断する航路が就航して以来、2023 年現在、国際フェリー（RORO）航路は 43 航路である

（Department for Transport、2023a）。 
英国における国際フェリー（RORO）輸送は、同国の港湾貨物統計の中でも、貨物を一定の単位（ユニッ

ト）にまとめて扱う「ユニット化貨物（unitised freight）」の取り扱いにおいて重要な位置を占める。英国運輸

省（DfT）の港湾貨物年次統計（Port Freight Statistics）では、Dover（ドーバー）が英国最大の RORO 港であ

り、2020 年においても英国の主要港における RORO ユニット・トン数の相当割合を扱っている 12。このよう

に英国の RORO 輸送は、単一港の局所的活動ではなく、国全体の国際物流を支える「基幹的ユニット化輸送」

として統計上も把握されている。 
さらに、英仏海峡を挟む RORO 輸送は、欧州の短距離海上輸送においても中核ルートとして位置づけられ

ている。EU の報告書「Motorways of the Sea（MoS）」では、ドーバー・カレー間が「Europe’s busiest RORO route
（欧州で最も繁忙な RORO ルート）」と明記され、英仏海峡横断が欧州物流の要衝であることが示されてい

る。このことは、英国の国際フェリー（RORO）が「旅客輸送の補完」ではなく、域内物流の主要ルートとし

て制度的に認識されていることを意味する 13。 
近年の動向としても、RORO 輸送は英国港湾統計の中心カテゴリーの一つであり続けている。英国の港湾

貨物年次統計 14では、RORO 貨物の増減、その輸送ルートが主要論点として扱われ、RORO 輸送が国際物流

上の重要カテゴリーとして継続的に観測されている。したがって、英国では、RORO 輸送は政策・統計・実

務の各層で「国際物流の基本構成要素」として扱われている。 
以上を踏まえると、英国における国際フェリー（RORO）航路は、①港湾貨物統計で主要カテゴリーとし

て把握され、②ドーバー等の基幹港に集積し、③欧州物流の基幹ルートの一部として制度的に位置づけられ

る点で、重要な物流インフラとして位置づけられていることが分かる。 
 
２ 欧州近距離海上輸送と RORO（英国を取り巻く制度環境） 

英国 RORO 輸送の物流インフラを理解するうえで、欧州における近距離海上輸送（Short Sea Shipping）の
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制度環境が大きく関係している。欧州では域内市場の形成とともに陸上（トラック）輸送が広域に展開し、

海上輸送はそれを補完する形でネットワーク化してきた。EU が作成した前述の MoS においても、英国の EU
離脱後にアイルランドと大陸の直行リンクが強化されたという変化を認めつつ、英国を経由するルートがな

お重要な役割を持つことが示され、英仏海峡周辺が欧州物流の結節点であり続けることが示唆される 15。 
このような枠組みの下で、RORO 輸送は「陸上輸送と海上輸送の接続」という機能を直接的に発揮する。

英国港湾側の分析でも、一例として、アイルランドとの RORO 輸送が英国港湾取扱貨物の重要部分を構成す

ることが示され、この輸送形態が「島嶼国間物流・域内物流」の運用基盤となっていることがうかがえる 16。 
さらに、RORO 市場は、制度変更（Brexit）や危機（COVID-19）の影響も受けつつ、依然として短距離海

上輸送リンクの「重要な貨物輸送連結（critical maritime freight transport links）」である。Paraskevadakis ら（2022）
は、Brexit と COVID-19 の影響下での RORO フェリー市場を検討し、英 EU 間の短距離海上輸送リンクにお

ける RORO 輸送の重要性を明らかにしている。 
以上から、英国の国際フェリー（RORO）は、単に港湾・航路の運営問題ではなく、欧州近距離海上輸送

という制度・市場環境の中で位置づけられている。すなわち、RORO 輸送が「物流インフラ」として機能す

るための前提（域内物流の大量性、トラック輸送の広域性、短距離海上輸送の制度化）が存在する点に、英

国の特徴がある。 
 
３ 日本の国際フェリー航路（地域航路化と不安定性） 

これに対し、日本の国際フェリー（RORO）航路は、東アジア近距離輸送の一部を担うものの、航路網と

しては「安定的成長」よりも「維持・再編」を繰り返す傾向が指摘されてきた。渡部・佐々木・井山（2018）
は、国際フェリー（RORO）輸送について、「コンテナ船よりも速く、航空よりも安い」といった需要側評価

に言及しつつ、国内外の環境変化の中で航路の休止や寄港地変更が起こり、必ずしも活況に至っていない実

態を整理している。また、佐々木・渡部（2015）は、日韓・日中北部地域間の国際フェリー・RORO 船・コ

ンテナ船の貨物流動を扱い、説明変数として費用・時間に加えて便数（頻度）等を組み込む分析モデル（ロ

ジットモデル）の構築を示している。ここで重要なのは、国際フェリー（RORO）がサービス特性（頻度・時

間・荷役方式など）により貨物流動が左右されることを前提としている点である。すなわち日本側の国際フ

ェリー航路は、①背後圏の需要を集め、②運航頻度・運賃・所要時間等の総合サービスで選好され、③一定

規模を確保してはじめて安定運営に至るという性格を強く有する。 
しかし、日本の港湾物流は、国際競争力政策の中心がコンテナに置かれやすい。堂前・松本（2016）が示

すように、国際コンテナ戦略港湾政策以降、港湾政策は「選択と集中」へ大きく方針転換し、国際コンテナ

物流機能の集約が政策中核となってきた。この政策環境下では、国際フェリー（RORO）が担う「頻度・シ

ームレス性」といった価値が、政策評価（港湾競争力）や投資判断の中心指標と結びつきにくい可能性があ

る。 
加えて、地方港湾を基盤とする国際フェリー航路は、地域経済・地域交流の文脈で位置づけられやすい。

藤原（2013）は、九州の成長戦略を論じる中で、釜山港とのフェリー・RORO（高速船を含む）により、地の

利を活かす一方、コンテナ寄港回数や海運日数などの指標では京浜・阪神に劣位となる点を指摘しており、

同じ東アジア向け輸送でも評価軸が分かれることを示している。この「評価軸の違い」は、本稿が後に論じ

る「成長戦略型港湾政策（コンテナ中心）と国際フェリー航路の親和性の低さ」へと接続する。 
以上より、日本の国際フェリー（RORO）航路は、英国のように域内物流ネットワークの基幹手段として

制度化されているというより、地方港湾を基盤に、需要・頻度・運賃などのサービス特性と地域経済条件に

より成立・変動する「地域航路」としての性格が相対的に強い。したがって本稿は、日英比較を踏まえ、次

章で日本の港湾政策（成長戦略）と PORT2030 が、国際フェリー（RORO）航路をどのように位置づけ、ど
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の点で不整合（親和性の低さ）を生むのかを検討する。 
 

Ⅳ 日本の港湾政策と PORT2030 

１ 日本の港湾政策と成長戦略  

本章では、日本の港湾政策が①国際競争力強化を中核とする「成長戦略」として組み立てられてきたこと、

②その制度運用がコンテナ物流（基幹航路・集貨・ターミナル効率）を中心に設計されていること、③その

延長線上に港湾の中長期政策「PORT2030」が位置づけられること、を整理した上で、④国際フェリー（RORO）

航路との親和性（適合度）の問題を論じる。 
 日本の港湾政策は、1990 年代以降、とりわけアジア主要港の台頭、船舶の大型化、船社アライアンス再編

等の外部環境変化を背景に、「国際競争力の強化」を中核とする政策体系へと軸足を移してきた。この政策転

換について、国土交通省港湾局（2018）は、1995 年の阪神・淡路大震災後、「神戸港に集約されていたアジア

諸国のトランシップ貨物が釜山港へ流出したこと等を契機として、我が国の港湾政策の軸足が国際競争力の

強化に移ることとなった」と明記している 17。ここでは、災害を契機としたトランシップ貨物の流出が、港

湾政策の目的を「国内整備」から「国際競争力」へと再定義する転換点として位置づけられている。同局は

さらに、その後の政策展開を「選択と集中」の文脈で整理し、「選択と集中の方針の下、スーパー中枢港湾政

策に始まり、『集貨』『創貨』『競争力強化』の３本柱の施策からなる国際コンテナ戦略港湾政策を実施してき

た」と述べる 18。この記述は、日本の港湾政策が、国際コンテナ物流の競争力回復を中心に据え、政策資源

を重点配分する「成長戦略型」の制度運用として構成されてきたことを示す。 
この「成長戦略としての港湾政策」の位置づけは、政策決定過程の一次資料からも確認できる。交通政策

審議会港湾分科会（第 39 回）に提出された資料では、国際コンテナ戦略港湾の「位置づけ」として、①「『新

成長戦略』（2010 年 6 月 18 日閣議決定）の実現」、②「アジア⇔北米・欧州等の基幹航路の日本への寄港を

維持・拡大」、③「さらなる『選択』と『集中』」を掲げている 19。さらに同資料は「実現の方策」として、

公設民営化やターミナル一体運営によるコスト低減、フィーダー網強化による広域集貨、ゲートオープン時

間拡大による 24 時間化等を列挙しており 20、港湾政策が「国際コンテナ物流の効率・集貨・基幹航路維持」

を中心目的に据えた制度設計であることが確認できる。 
一方で、国際フェリー（RORO）も、国の政策として大きく位置づけられる局面が存在した。東アジアに

おけるサプライチェーンの高度化は、国際海上コンテナ輸送だけではなく、より短いリードタイム、定時性、

積み替え回避を可能とする国際フェリー（RORO）の重要性を高めた。国際フェリー（RORO）は、コンテナ

船と航空輸送の中間に位置する輸送モードであり、自動車部品、精密機器、生鮮品等の高付加価値・時間制

約型貨物に適合する。こうした背景のもと、2006 年に創設された日中韓物流大臣会合では、三国間の円滑な

物流を実現するためのシームレス物流システムが主要課題となり、シャーシ相互通行や港湾間連携が政策的

に検討された。とくに 2012 年の第 4 回会合では、釜山～下関航路を利用した日韓シャーシ相互通行パイロ

ットプロジェクトが合意され、国際フェリー・RORO 船は東アジアの生産ネットワークを支える制度的イン

フラとして位置づけられた（国土交通省（2012）；黒田（2014））。 
これを受け、港湾政策の面では、2011 年の日本海側拠点港湾政策において、国際フェリー（RORO）が機

能別拠点化の対象として明示された。これは、日本海側・西日本側港湾が、対岸諸国との近接性を活かし、

コンテナ港湾とは異なる高速・多頻度・定時型の近距離国際物流を担うことを期待されたことを意味する（公

益社団法人日本港湾協会（2015））。 
以上より、日本の港湾政策は、単なる港湾施設整備の枠を超え、国際物流ネットワークの中で基幹航路を

維持し、貨物を集約し、ターミナル効率を高めることによって国際競争力を回復するという意味で、明確に
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「成長戦略」として構築されてきたと整理できる。そして、この政策体系の延長線上に、港湾の中長期政策

としての「PORT 2030」が位置づけられる 21。 
 

２ コンテナ中心の政策方針 

 日本の港湾政策が成長戦略として展開される中で、国際フェリー（RORO）は、東アジアを対象とするグ

ローバルバリューチェーンの一部ではあるものの、その中心的な施策は、一貫して国際コンテナ物流であっ

た。PORT 2030 では、港湾政策の変遷を「ネットワークの形成」の柱の下で整理し、その冒頭に「（1）コン

テナ輸送ネットワークの維持・拡大」を掲げ、わが国がコンテナ化に早期対応し「アジアにおけるハブ機能

を担うことによって」高度経済成長を遂げたと述べる 22。さらに、後発アジア諸港が「大水深・高規格コン

テナターミナル」整備と「効率的なターミナル運営」により大胆な港湾政策を展開したことを踏まえ、阪神・

淡路大震災後の貨物流出を契機に港湾政策の軸足が国際競争力強化へ移ったと記述する 23。同時に、東アジ

アを中心とする国際フェリー（RORO）及びコンテナシャトル航路の強化が掲げられ、国際フェリー（RORO）

は、グローバルバリューチェーンを支える海上輸送網の一部として再定義された。 
この「国際競争力強化」への転換が、コンテナを主戦場とする政策体系へと収斂したことは、同資料の次

の記述によって明確になる。すなわち、国土交通省港湾局（2018）は「そのため、選択と集中の方針の下、

スーパー中枢港湾政策に始まり、（中略）『集貨』『創貨』『競争力強化』の 3 本柱の施策からなる国際コンテ

ナ戦略港湾政策を実施してきた」と述べ、北米・欧州基幹航路の寄港維持・拡大を目的に、国際コンテナ戦

略港湾政策を中心とした施策体系を採用したと整理している 24。ここで政策の中心に置かれるのは、まさに

基幹航路×集貨×ターミナル競争力という、コンテナ物流の競争力モデルである。 
前述の堂前・松本（2016）など、先行研究でも同様の趣旨で整理しているほか、小野（2006）が示した政

策の評価枠組みも、取扱量・ターミナル効率・投資回収といった定量的指標（コンテナ中心）と結びつきや

すく、政策体系がコンテナ物流の競争力モデルとして制度化されていることを裏づけている。 
以上より、日本の港湾政策は、国際競争力強化という成長戦略目標の下で、基幹航路寄港維持・拡大と集

貨、ターミナル運営高度化を中核に置く「コンテナ中心政策」として展開されてきたと整理できる。 
 
３ PORT2030における国際フェリー／ROROの位置づけ 

それでは、「PORT2030」では、国際フェリー（RORO）航路をどのように位置づけているのか。PORT2030
は、その基本的方向性として「グローバルバリューチェーンを支える海上輸送網の構築」と「持続可能で新

たな価値を創造する国内物流体系の構築」等を掲げ、現状・課題を踏まえた施策メニューを提示している 25。 
（1）国際物流面：基幹航路・集貨・ロジスティクスハブを中核に据える構造 
まず、国際物流に関して、PORT2030 は、我が国発着貨物のリードタイム増加により国内立地環境が悪化

するおそれを指摘し、迅速かつ柔軟で信頼性の高いサプライチェーン構築を支える必要性を述べる 26。その

うえで施策として、東南アジア等へのシャトル航路の直航サービス強化や日本海側の集貨航路構築を掲げ 27、

国際物流ネットワークの再編に対して政策的に対応する構えを示している。 
特に重要なのは、同文書が国際コンテナ戦略港湾の機能強化と集貨を通じて「長距離基幹航路の寄港を維

持・拡大」することを、国際物流政策の中核として明示している点である。すなわち PORT2030 は、「国際コ

ンテナ戦略港湾のさらなる機能強化と国内外からの集貨の取組等を通じて、我が国と欧米等世界の主要市場

とを結ぶ長距離基幹航路の寄港を維持・拡大し、（中略）効率的で安定した貿易・物流サービスを提供する」

と述べている 28。この記述から、国際物流政策の中心軸が「国際コンテナ戦略港湾×集貨×基幹航路」であ

ることが確認できる。 
さらに、港湾背後地の機能として「高度な流通加工・検疫・発送」等の付加価値提供機能を備えたロジス
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ティクスハブ形成を掲げ、コンテナターミナルとの一体的空間形成や、近傍物流施設とのシームレス接続を

求めている 29。このように PORT2030 は、我が国の国際物流の中核をコンテナ物流の競争力モデル（基幹航

路・集貨・ターミナル×背後地）として構造化している。 
（2）国際フェリー（RORO）の明示 
他方で、PORT2030 は、東アジア向けの小口ロット貨物（農林水産物等）への対応として、国際フェリー

（RORO）を明示的に位置づけている。具体的には、「企業のサプライチェーンマネジメントの高度化に対し

て柔軟に対応するため、国際フェリー（RORO）やコンテナシャトル航路を強化し、多様な速度帯からなる

重層的な航路網を形成する」と記述する 30。したがって、PORT2030 は、国際フェリー（RORO）を政策対象

として明示している。 
しかし同時に、この位置づけは、前項で確認した「基幹航路・集貨・国際コンテナ戦略港湾」を中核とす

る政策体系の中で、国際フェリー（RORO）が「速度帯の一層（重層的航路網の構成要素）」として配置され

ていることも意味する。言い換えれば、PORT2030 は国際フェリー（RORO）を否定していないが、国際物流

政策の主軸（基幹航路・集貨）とは別の「補助線」として扱う構造を持つ。 
（3）国内物流面：ユニットロードの課題の明示と制度・運用の重要性 

PORT2030 は、国内物流面でもユニットロード（内航フェリー・RORO）を重要モードとして位置づけつ

つ、構造的課題を明示している。具体的には、トラックドライバー不足・過重労働等を背景に内航フェリー・

RORO の重要性が高まったとした上で 31、内航フェリー・RORO が「季節波動性・片荷輸送・貨物小口化等

の要因により不安定な状況に置かれて」おり、航路網維持・拡充には「地域ごとに安定した貨物量を確保す

るための取組」が必要と述べる 32。さらに、国際フィーダーコンテナ貨物が内航フェリー・RORO で輸送さ

れている実態に触れつつ、「国際コンテナ戦略港湾へのシームレスな接続」や「トラック・シャーシを効率的

に活用できるような運営体制の強化」の必要性を指摘する 33。 
このように PORT2030 は、ユニットロード（内航）については「不安定性」と「運用改善の必要性」を比

較的明確に書き込んでいる。他方で、国際フェリー（RORO）については「強化」「重層的航路網」という位

置づけは示すものの、政策運用（投資評価・運営体制・指標設計）がコンテナ中心の枠組みで設計される限

り、国際フェリー（RORO）の持つ価値（頻度、シームレス性）が政策上十分に評価されない可能性が残る。 
 

Ⅴ 考察 － 国際フェリー航路の課題 

１ 日英比較（英国：物流インフラ／日本：地域航路） 

 本章では、Ⅲの日英比較（英国：物流インフラ／日本：地域航路）と、前章で確認した港湾政策・PORT2030
の構造（成長戦略型＝コンテナ中心）を接合し、日本の国際フェリー（RORO）航路が十分に発展しにくい

要因を「政策的不整合」として整理する。そのうえで、国際フェリー航路を政策上どのように位置づけ修正

していくべきか、その課題の提示を行う。 
 まず英国側を見ると、RORO は港湾貨物統計の中で主要カテゴリーとして継続的に把握され、海峡横断等

の短距離ルートは欧州物流の中核ルートとして制度的にも認識されている。たとえば、英国運輸省（DfT）
『Port Freight Annual Statistics 2020』では、Dover（ドーバー）が英国最大の RORO 港であり、主要港におけ

る RORO ユニットやトン数の大きな割合を扱うことを示している 34。また EU の MoS 文書は、Dover–Calais
が欧州で最も繁忙な RORO ルートであると明記し、欧州域内物流の基幹導管として機能していることを示し

ている 35。このように英国の RORO は「物流インフラ」として制度・統計・実務の各層に組み込まれている。 
他方、日本側の国際フェリー（RORO）は、東アジア近距離物流の一部を担うものの、航路網は安定成長

というより、休止・廃止・寄港地変更等の変動を伴う傾向が指摘される。渡部・佐々木・井山（2018）は国
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際フェリー・RORO 船輸送について、航路休止が相次いだ局面を含め、ネットワークが必ずしも活況に至っ

ていない実態を整理している 36。このような実態は、日本の国際フェリー（RORO）が、英国のように国際物

流の中核ルートとして、「制度化されている」というより、地方港湾を基盤に需要・頻度・運賃などの条件に

左右される「地域航路」として成立・再編されやすい構造を示唆する。 
この差異は、単に貨物量の多寡によるものではなく、①域内物流構造（欧州＝国境を越えるトラック輸送

が広域に展開）、②短距離海上輸送の制度化、③港湾政策の評価軸・投資軸の形成、という複合要因の結果と

して理解する必要がある。次節では、日本の港湾政策（成長戦略型＝コンテナ中心）が、国際フェリー（RORO）

のサービス特性とどこで噛み合わないのかを「不整合」として整理する。 
 
２ 港湾政策（成長戦略）との不整合：評価軸・投資軸・運用軸のズレ 

 日本の港湾政策は、国際競争力の強化を目的として「選択と集中」を進め、国際コンテナ戦略港湾を中心

に、基幹航路寄港維持・拡大、集貨、ターミナル効率等を重視する体系として構築されてきた 37。この枠組

みは、コンテナ物流の競争力モデルに対しては合理性を持つ一方、国際フェリー（RORO）が価値を発揮す

る条件（頻度・シームレス性）とは一致しない側面がある。 

第一に「評価軸のズレ」である。国際フェリー（RORO）は、費用・時間のみならず便数（頻度）が貨物流

動に影響する輸送モードであることが示されている 38。しかし、港湾政策が基幹航路の維持や集貨、ターミ

ナル効率などを中心に評価・投資判断を行う場合、頻度維持のための条件整備（荷役運用、ゲート運用、シ

ャーシ運用、スケジュール確実性など）は、政策評価の中心に乗りにくい。つまり、RORO の価値が「頻度・

運用」に依存するほど、コンテナ中心の評価指標とは接続しにくい。 
第二に「投資軸のズレ」である。国際コンテナ戦略港湾政策が示す投資・制度手段は、ターミナルの大規

模化・効率化や集貨のためのフィーダー網の強化に向けられている 39。RORO に必要な投資は、必ずしも大

水深・大規模ターミナルと同一ではない。むしろ RORO は、車両動線、ランプウェイ、ヤード運用、ゲート

処理、ドライバーの運行規制対応など、運用設計と一体化した整備・管理が重要である。ところが、投資優

先順位がコンテナに集中するほど、RORO の運用投資（運ぶための仕組み）は相対的に後景化しやすい。 
第三に「運用軸のズレ」である。国際フェリー（RORO）は、背後圏が広く、実勢運賃把握が難しいため、

可視化や定量評価が容易ではないことが指摘される 40。この評価困難性は、政策運用の場で「説明可能な指

標」に依存しやすい制度において不利になる。結果として、政策担当・港湾管理者・民間事業者の間で、RORO
航路の価値や必要条件が共有されにくく、運用面の調整（スケジュール、荷主獲得、複数港連携、背後圏と

の結節）に十分な政策的後押しがつきにくい。 
これら三点を総合すると、日本の国際フェリー（RORO）航路が十分に発展しにくい要因の一つとして、

成長戦略型港湾政策（コンテナ中心）の枠組みが、RORO のサービス特性に適合しにくいという「政策的不

整合」を挙げることができる。 
 
３ 結論：国際フェリー（RORO）航路の政策的位置づけと課題の提示 

PORT2030 は、国際フェリー・RORO 航路を「多様な速度帯からなる重層的な航路網」の構成要素として

明記し、強化の必要性にも言及している 41。したがって課題は、「政策文書に書かれていない」ことではない。

課題はむしろ、（1）政策体系の中心が国際コンテナ戦略港湾に置かれ 42、（2）評価・投資・運用がコンテナ

中心の枠組みで設計されることによって、（3）国際フェリー（RORO）の価値（頻度・シームレス性）が施策

運用上十分に反映されていない点にある。 
したがって、本稿が提示する「国際フェリー（RORO）航路の課題」は、次の三点に整理できる。 
第一に、評価枠組みの課題である。RORO の価値を、コンテナ中心指標（取扱量等）だけで評価するので
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はなく、頻度・定時性・荷役簡素性・背後圏結節性といったサービス指標を含む評価枠組みを整備する必要

がある。これは、佐々木・渡部（2015）が示したように、便数等が貨物流動に影響し得るという実証知見に

整合する 43。 
第二に、投資・運用の課題である。RORO は「施設」だけではなく、動線設計・ゲート処理・ヤード運用・

シャーシ運用など、運用設計と一体で効果が出る。したがって、国際コンテナ戦略港湾的な投資論理（大水

深・ターミナル集約）とは別に、RORO を「運ぶ仕組み」として強化する投資と運用協調が求められる。 
第三に、政策体系内での位置づけの課題である。PORT2030 における「重層的航路網」の理念 43（同 17 頁）

を実効化するためには、国際フェリー（RORO）を単なる補完ではなく、東アジア近距離物流における戦略

的モードとして位置づけ直し、港湾政策の中心体系（基幹航路・集貨）との接続点を明確にする必要がある。

すなわち、RORO 輸送が貢献する貨物領域（小口ロット、時間価値、特定地域間反復輸送等）を政策目標と

して定義し、その達成指標と制度手段を設定することが、政策的課題となる。 
以上より、本稿は、日英比較を踏まえて、日本の国際フェリー（RORO）航路が十分に発展しない要因の

一つとして「成長戦略型港湾政策（コンテナ中心）との親和性の低さ」を示し、その帰結としての課題を、

評価枠組み・投資運用・政策の位置づけの三側面から明らかにした。 
 

Ⅵ むすびに 

本稿では、日本と英国における国際フェリー（RORO）航路を比較し、日本において同航路が十分に発展

していない要因として、同航路における課題を港湾政策における評価枠組み・投資運用・政策の位置づけの

三側面から明らかにした。このことは、日本では成長戦略としてコンテナ物流を中心とする港湾政策が展開

されているため、国際フェリー航路が港湾政策の中心となりにくいことが背景にあることを意味している。 
また、英国では欧州近距離貿易を背景として RORO 輸送が物流ネットワークの中で重要な役割を果たして

いるのに対し、日本ではコンテナ物流が港湾物流の中心である。このような物流構造と港湾政策の違いも、

国際フェリー航路の発展に大きな影響を与えていると考えられる。 
以上の分析から、本稿は、国際フェリー航路が必ずしも成長戦略の対象となる輸送形態ではない可能性を

示した。むしろ、国際フェリー航路は、地域物流や地域交流を支える交通手段として評価されるべき側面を

持っている。したがって、今後の港湾政策においては、国際フェリー航路を単なる貨物取扱量の拡大という

観点だけで評価するのではなく、地域経済や地域交通の観点から再評価することが必要である。 
一方で、このたび検討できなかった個別航路の事例分析や、地域経済への影響分析などを通じた国際フェ

リー航路の役割に関する詳細な考察は、今後の検討課題としたい。 
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